別記第１号様式（第６，８，１３条関係）
水産基盤整備交付金事業（水産業共同利用施設整備）事業計画書
（又は、変更計画書・実績書）
１　事業計画

（１）事業主体名
（２）事業内容


（３）事業実施箇所

（４）事業実施地区の漁家数及び受益漁家数

２　事業実施の必要性

３　経費の配分                                                            　　　（単位：円）
	事業項目
	事業内容
	事業費
	補助事業に要する(要した)経費

	負担区分
	備　考

	
	
	
	
	県交付金
	市町村費
	その他
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	合　計
	
	
	
	
	
	


　（※ 積算内訳書を添付してください。）
４　事業完了予定日（事業完了年月日）
  （注）変更に係る部分については二段書きとし、変更前を括弧書きで上段に記載してください。
別記第２号様式（第７条関係）
                                      番      号　
                                                               年  月  日　
  熊本県知事            様
                                     （申請者）所在地
                                               団体名
                                               代表者  職
                                                       氏名              印
平成　　年度水産基盤整備交付金事業（水産業共同利用施設整備分）交付決定前着手
承認申請書
  平成　　年度水産基盤整備交付金事業（水産業共同利用施設整備分）に係る下記事業について、別記条件を了承のうえ、交付決定前に着手したいの、承認いただきたく申請します。
記
１　事業内容
２　事業量
３　事業費
４　事業実施箇所
５　着工予定年月日
６　しゅん工予定年月日
７　交付決定前着手を必要とする事由
別記
条件
１　交付金の交付決定を受けるまでの期間内に、天災地変等の事由によって、実施した事業に損失を生じた場合、これらの損失は、事業主体が負担すること。
２　交付金の交付決定を受けた交付金額が、交付申請額に達しない場合においても、異議がないこと。
３　事業の着手から交付金の交付決定を受ける期間内は、当該事業の計画変更は行わないこと。
別記３号様式（第７条関係）

番　　号

平成　　年　　月　　日

（申請者）様

熊本県知事　　　　　　　　印

　　　平成　　年度水産基盤整備交付金事業（水産業共同利用施設整備分）交付決定前着手
承認通知書

　平成　　年　　月　　日付け　　第　　号で申請のありました水産基盤整備交付金事業（水産業共同利用施設整備分）交付決定前着手承認申請については、下記の条件を付して承認します。

記

１　交付決定前着手の条件

　(1)　交付金交付決定通知を受けるまでの期間内に天災地変等の理由により、実施した事業に損失を生じた場合、これの損失は事業主体が負担する。

　(2)　交付金交付決定を受けた交付金額が、交付申請額に達しない場合においても異議がない。

　(3)　当該事業については、着手から交付金交付決定通知を受けるまでの期間においては、計画変更は行わない。

別記第４号様式（第１０条関係）
水産基盤整備交付金事業（水産業共同利用施設整備分）しゅん工確認検査要請書
　下記工事について、しゅん工確認検査をしていただきたく、要請いたします。
記

	事前着工承認年月日又は
交付決定年月日
	

	事業内容
	

	工種または施設の区分
	

	着工年月日
	

	しゅん工年月日
	

	事業主体
	

	住　　所
施工業者

商　　号
代表者名
	

	事　業　量
	

	事　業　費
	


　　　　　年　　月　　日
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　    （住所）
　　　　　　　　　　　　　　　　    （申請者）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　    （氏名）                   印
  熊本県知事　　　　　　　　　　様
別記第５号様式（第２１条関係）
財　　産　　管　　理　　台　　帳
　市町村名（事業主体名）　　　　　　　　　　
	地域名　　　　　地区
	事業実施年度
	年度
	水産基盤整備交付金事業（水産業共同利用施設整備）

	事業項目
	事　業　の　内　容
	工　　期
	経　　費　　の　　配　　分
	
	処分の状況
	摘　要


	
	事業内容
	事業主体
	工種、構造、施設区分
	施行箇所または設置場所
	事 業 量

	着　工
年月日
	しゅん工年月日
	事業費

	負　　担　　区　　分
	耐用
年数
	処分制限
年 月 日
	承　認
年月日
	処分の
内　容
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	国庫交付金
	都道府県費
	市町村費
	そ の 他
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	小　計

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	小　計

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	合　計

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


      （注）  (1)　処分制限年月日には、処分制限の終期を記入すること。
              (2)　処分の内容欄には、譲渡、交換、貸付け、担保提供等別に記入すること。
              (3)　摘要欄には、譲渡先、交換先、貸付け先及び抵当権等の設定権者の名称または交付金返還額を記入すること。
              (4)　この様式により難い場合には、処分制限年月日及び処分の状況欄を含む他の書式をもって財産管理台帳に代えることができる。

交付金の対象事業　（水産業共同利用施設整備分 ）　　　　 

	事業項目
	内　　容

	(1) 共同利用施設の整備
	国庫補助事業及び国交付金等の採択要件に適合しないものの、共同利用施設としての事業効果が十分に見込める施設及び機器の整備に要する経費。

	(2) 共同利用施設の補修、
改修
	既存の共同利用施設について、補修、改修等を行うことで、さらに有効活用が図られ長期的な効果が見込まれる施設及び機器の整備に要する経費。

	(3) その他
	その他、緊急的に行わなければならない共同利用施設、機器等の整備、補修、改修に要する経費。


※　その他、表の内容以外で、特に必要と認められる事業については別途協議とする。

別表１








